
高年齢者の雇用確保措置に関する企業ヒアリングの概要 

 

 

 
 

１ 実施時期  平成 22年 12月中旬 

 

２ 対象企業  ９社 （本社：関東５社、関西４社） 

 

３ 業種（日本標準産業分類による大分類） 

   製造業      ３社 

卸売・小売業   ２社 

飲食店、宿泊業  １社 

金融、保険業   １社 

医療、福祉業   １社 

サービス業    １社 

 

４ 従業員数    

1,000人未満       ３社 

1,000～5,000 人未満   ２社 

5,000～10,000 人未満  １社 

10,000人以上      ３社 

 

５ ヒアリング対象者  人事制度の企画立案を担当する者（課長クラス等） 

資料１ 


